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　 2月24日、ロシアが隣国ウクライナへの軍事侵

攻を開始した。

　侵攻後、ロシアは停戦の条件として、ウクライ

ナがNATO（北大西洋条約機構＝米国を中心と

する欧州・北米の軍事同盟）に加盟しない法的保

証に加えて、ロシア系住民が多いウクライナ東部

ドンバス地方の分離独立の承認などを求めてい

る。同地方の一部地域は2014年以降、ロシアの支

援を受ける親ロ派武装勢力が実効支配している

が、全域を独立国家として承認するよう要求し

た。また、2014年にロシアが一方的に併合したク

リミア半島についても、ロシアの主権を認めるよ

う求めた。

　これは、ロシアによる今回のウクライナ侵攻

が、領土と勢力圏の拡大を目的とする剥き出しの

侵略戦争であることを示している。

　この事態を前に、自民党や維新などからは日本

の「防衛力強化」を求める声が相次いで上がって

いる。

　自民党の佐
さ

藤
とう

正
まさ

久
ひさ

・外交部会長は 2月2８日の参

議院予算委員会で、「ロシアの侵略は台湾有事や

尖
せん

閣
かく

有事を考えたときに他人事ではない」と語

り、「日本も守りだけでは不十分で、矛の部分を

持つ検討が必要だ」として敵基地攻撃能力保有の

必要性を強調した。

安
あ

倍
べ

晋
しん

三
ぞう

元首相は 2 月27日の民放番組で、「こ

の（ウクライナの）現実に、日本国民の命、日本

国をどうすれば守れるかについては、さまざまな

選択肢をしっかりと視野に入れて議論するべき

だ」として、米国の核兵器を自国領土内に配備し

て共同運用する「核共有（ニュークリア・シェア

リング）」についても「議論をタブー視してはな

らない」と述べた。

　これに乗っかる形で日本維新の会も 3月 3日、

「核保有国による侵略のリスクが現実に存在する」

として核共有の議論を求める提言を政府に提出し

た。

　このように、今回のロシアによるウクライナ侵

攻を契機に、日本の軍事力強化や安全保障政策の

大転換につなげようとする動きが強まっている。

憲法 9条の無効化を狙う改憲策動も、一層強まる

ことが予想される。

　日本政府は近年、南シナ海や東シナ海で「力に

よる現状変更」を試みる中国の脅威を念頭に、米

国との同盟関係の強化や自衛隊の軍備増強を進め

てきた。今後、尖閣諸島や台湾でもウクライナと
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月 5日に行った講演の中で、「（台湾で）大きな問

題が起きると、存立危機事態に関係してくると

言ってまったくおかしくない。そうなると、日米

で一緒に台湾の防衛をしなければならない」と発

言し、台湾有事の際の集団的自衛権行使の可能性

にまで言及した。

　こうして、台湾有事に日本が米国と共に介入す

ることが、あたかも既定路線であるかのような空

気が形成されていく。

台湾有事を想定した日米共同
作戦計画の策定へ　

　共同通信は2021年12月23日、自衛隊と米軍が台

湾有事を想定した日米共同作戦計画の原案を策定

した事実をすっぱ抜いた。

　台湾有事の緊迫度が高まった初動段階で、沖縄

に駐留する米海兵隊が南西諸島に分散して臨時の

軍事拠点を置き、そこに対艦ミサイル部隊を展開

して洋上の中国軍艦艇の排除に当たる。日本政府

は「重要影響事態」と認定し、自衛隊に米軍の後

方支援（輸送や弾薬の提供、燃料補給などの兵
へい

站
たん

支援）に当たらせる──これが、「原案」の主な

内容だという。

　原案をスクープした共同通信の石
いし

井
い

暁
ぎょう

専任編

集委員によると、米軍は2021年の夏前から「台湾

海峡を挟んで戦争が差し迫っていることを理解し

ているのか」などと強硬な発言を繰り返し、日米

共同作戦計画の策定に着手するよう自衛隊に強く

求めたという。ある防衛省幹部は、石井氏の取材

に対し、「自衛隊は米軍に対し、今は無理だが将

来的には可能だという態度をとってきたが、中国

の台湾侵攻への備えを急ぐ米軍に押し切られた」

と内情を明かした（「世界」2022年 3 月号）。

同じような侵略が起きる可能性があると強調し、

こうした軍事体制の強化を加速させようとするだ

ろう。

　私たちは、これにどう立ち向かっていけばよい

のだろうか。

菅・バイデン会談で
「台湾有事」が前面に　

　2021年 4 月16日、菅
すが

義
よし

偉
ひで

首相（当時）はホワイ

トハウスでバイデン米大統領と初の首脳会談を

行った。両首脳は、中国の「力による現状変更の

試みと地域の他者への威圧に反対する」ことで一

致し、共同声明に「台湾海峡の平和と安定の重要

性を強調する」と明記した。日米首脳の合意文書

に「台湾」が盛り込まれたのは、日中国交正常化

前の1969年に佐
さ

藤
とう

栄
えい

作
さく

首相とニクソン大統領が出

した共同声明以来52年ぶりのことであった。

　共同声明で「台湾海峡の平和と安定の重要性」

を強調した意味について、ある外務省幹部は「台

湾海峡有事の際は、日米が積極的に連携すること

を確認したものだ」と解説した（「朝日新聞」

2021年 6 月 6 日）。

　この会談を契機に、「台湾有事」という言葉が

にわかに注目を集めるようになる。

　自民党の「台湾政策検討プロジェクトチーム」

（座長＝佐藤正久参院議員）は 6 月初旬、台湾政

策に関する「第一次提言書」を政府に提出した。

提言書は、「台湾の危機は日本の危機」と強調し、

中国の台湾侵攻を思いとどまらせる「抑止力」の

強化と、台湾海峡有事が発生した場合の同盟国

（米国）との連携も含めた対処計画の早急な検討

を政府に求めた。

　さらに、麻
あそう

生太
た

郎
ろう

副総理兼財務相（当時）が 7
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　米軍と自衛隊の共同作戦計画は、これまでに

「日本有事」や「朝鮮半島有事」を想定したもの

が策定・更新されてきたが、「台湾有事」を想定

したものを策定するのは今回が初めてだ。原案の

策定を受け、今後、自衛隊の代表と米インド太平

洋軍及び在日米軍の代表で構成される「共同計画

策定委員会」（BPC）で計画策定に向けた作業が

進められるとみられる。

中国軍封じ込めを狙う米軍事
戦略─ＬＯＣＥとＥＡＢＯ　　

　共同通信が配信した記事によると、台湾有事を

想定した日米共同作戦計画の原案は、ハワイに司

令部を置く米インド太平洋軍が作成・提案してき

たという。

　インド太平洋軍は、インド太平洋地域の米軍を

統括する地域統合軍で、日本有事や台湾有事の際

はここが米軍の作戦を指揮する。

　台湾有事の緊迫度が高まった初動段階で、沖縄

に駐留する米海兵隊が南西諸島に分散して臨時の

軍事拠点を置き、そこから洋上の中国軍艦艇をミ

サイルで攻撃するという構想は、米海軍と海兵隊

が共同で策定した「紛争環境下における沿海域作

戦」（LOCE）　と、それを支える海兵隊の「遠征

前進基地作戦」（EABO）に基づいている。

　これらの作戦構想が一番の目的とするのは、西

太平洋における米軍の制海権の確保である。

　米海軍、海兵隊、沿岸警備隊の海洋三軍種は

2020年12月、今後10年間の戦略的指針となる文書

「海上における優位性」を発表した。この文書は、

軍拡著しい中国との競争を最優先の課題として位

置づけ、紛争時には「敵艦隊を破壊または封じ込

め、あるいは通信線を制御することで、海域をコ

ントロールし、海洋拒否（海域を使わせない）を

行う」としている。

　台湾有事の際、米軍にとっては、西太平洋の制

海権の確保が死活的に重要になる。なぜなら、西

太平洋は米軍が台湾に兵力や補給物資を送り込む

「海上交通路」となるからである。

　逆に中国は、米軍の台湾への介入を阻止・妨害

するために、西太平洋を航行する米艦船を攻撃す

る能力を強化している。具体的には、空母を取得

するなどして中国本土から離れた西太平洋の海域

でも作戦を実施できる能力を手に入れつつある。

実際これまでに、中国初の空母「遼
リョウ

寧
ネイ

」が沖縄

本島と宮
みや

古
こ

島
じま

の間の宮古海峡を通過して西太平洋

に進出しているのが何度も確認されている。

　有事の際、中国軍の空母を始めとする艦船が西

太平洋に進出するのを許せば、米軍はそれらの艦

船が装備するミサイルや艦載機の脅威にさらさ

れ、台湾に自由に兵力や補給物資を送り込むこと

ができなくなる。だから、これを阻止するため

に、中国軍の艦船を東シナ海や南シナ海に封じ込

める「海洋拒否作戦」を実施しようとしているの

である。

　そして、そのための手段として、九州南端から

台湾本島にかけて連なる日本の南西諸島の地形を

利用しようとしている。

　中国にとって南西諸島は、太平洋に出て行く際

の「北の玄関口」である。東シナ海から太平洋に

出るには、宮古海峡を始め南西諸島のどこかの間

を通過しないといけない。南シナ海から太平洋に

出る「南の玄関口」は、台湾とフィリピンのマヴ

ディス島との間のバシー海峡を始めとするフィリ

ピン諸島である。

　米軍は、これらの島々に海兵隊の臨時の軍事拠

点（遠征前進基地：EAB）を築き、そこに対艦

ミサイルを展開して中国軍の海峡通過を阻止しよ
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うと考えている。また、これらの島々に中国軍の

動きを監視するレーダーなどを設置し、そこから

得られる情報をもとに西太平洋にいる艦船からミ

サイルなどで中国軍の艦船を攻撃しようと考えて

いる。これが、米軍の構想する LOCE、EABO

である。

　この米軍の作戦を自衛隊が支援するのが、台湾

有事を想定した日米共同作戦計画の原案の中身で

ある。

南西諸島が戦場になることを
前提とした作戦　　

　日本にとって重要なのは、LOCEも EABOも

日本の防衛が目的ではなく、南西諸島を「盾」に

して中国軍を封じ込めるための作戦だということ

だ。目的は、南西諸島の外側の西太平洋の制海権

を確保し、この海域を航行する米軍艦船を守るこ

とにある。南西諸島は、そのための「捨て石」に

される危険性が高い。

　台湾有事の際、米海兵隊が南西諸島でEABO

を実施したら、中国軍はどうそれに反応するだろ

うか。海兵隊は島から対艦ミサイルで中国軍の艦

船を攻撃する。それに対して中国軍は、その島を

攻撃して、海兵隊の脅威を取り除こうとするだろ

う。

　米海兵隊は2019年から2020年にかけて、EABO

に基づく「ウォー・ゲーム」（作戦のシミュレー

ション）を繰り返した。その結果、EABOは「敵

戦力を消耗させ、米統合軍の（戦域への）アクセ

スを可能にする」が、「（自軍戦力の）消耗も不可

避。米軍は多くの兵器や人員を失う」という結果

が出たという（米海兵隊「フォース・デザイン

2030」）。このように、自軍の犠牲を覚悟して、敵

の攻撃射程圏内で作戦を遂行するのがEABOな

のである。

　そのため、島に展開した海兵隊の部隊は、ずっ

と一つの場所、一つの島にとどまらない。中国軍

の攻撃を回避するため、島内を、また島から島へ

と移動を繰り返しながら作戦を継続する。つま

り、南西諸島が戦場になることを前提にしてい

る。まさに、台湾有事で米軍が勝利するために、

南西諸島を「捨て石」にするのがEABOなのだ。

自衛隊も「捨て石」作戦に 
動員　　

　日本政府は近年、南西諸島への陸上自衛隊配備

を進めてきた。2016年に沿岸監視隊を与
よ

那
な

国
ぐに

島
じま

に

配備したのを皮切りに、2019年に奄
あま

美
み

大
おお

島
しま

、2020

年に宮古島にミサイル部隊などを配備した。さら

に、2023年には石
いし

垣
がき

島
じま

にもミサイル部隊を配備す

る計画だ。このほか、与那国島への電子戦部隊の

追加配備も予定している（図）。

　米軍は、こうした自衛隊の戦力やアセット（装

図　南西諸島で進む陸上自衛隊の部隊配備図　南西諸島で進む陸上自衛隊の部隊配備

長崎（佐世保、大村）
水陸機動団

熊本
電子戦部隊

馬毛島
米軍と自衛隊の
共同使用基地（予定）
奄美大島
地対艦／地対空
ミサイル部隊

沖縄本島
地対艦ミサイル部隊・
同連隊本部（予定）
電子戦部隊（予定）

与那国島
沿岸監視隊・電子戦部隊（予定）

第１列島線

韓国

中
国

台
湾

宮古島
地対艦／地対空ミサイル部隊

石垣島
地対艦／地対空ミサイル部隊（予定）
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備）も自らの対中軍事戦略に組み込み、最大限利

用しようと考えている。

　共同通信がスクープした日米共同作戦計画の原

案では、自衛隊の支援は輸送や弾薬の提供、燃料

補給などの兵站支援（後方支援）にとどまってい

るが、これは日本政府の事態認定が「重要影響事

態」1の段階だからである。

　先ほど述べたように、海兵隊のEABOを無力

化するために中国軍が南西諸島に攻撃を加えてき

たら、事態は「武力攻撃事態」（日本有事）へと

進む。そうなれば、自衛隊は米軍への後方支援だ

けでなく、武力行使することが可能となる。

　仮に中国軍が南西諸島を攻撃してくることがな

かったとしても、2015年に成立した安保法制に基

づいて日本政府が「存立危機事態」2と認定すれ

ば、集団的自衛権を行使して米軍と一緒に武力行

使することが可能となる。

　武力行使が可能となれば、南西諸島に配備され

た陸上自衛隊のミサイル部隊は、米海兵隊と一緒

に中国軍の艦船を地対艦ミサイルで攻撃するかも

しれない。少なくとも米軍は、それを当てにして

いる。

　米インド太平洋軍が2020年 3 月に米議会に提出

した文書には、「米インド太平洋軍は、第一列島

線に沿って同盟国が地上配備型兵器（ミサイル）

を増強させた上で、これらの兵器による残存性の

高い精密打撃ネットワークを必要とする」と明記

されている。

　第一列島線とは、九州南端から沖縄、台湾、

フィリピン群島さらにボルネオ島へ連なるライン

を指す。これに沿って同盟国が地上配備型ミサイ

ルを配備・増強し、中国軍の攻撃を受けても生き

残る確率が高いミサイル攻撃ネットワークを構築

することが必要だと強調しているのだ。第一列島

線上の米国の同盟国は、日本とフィリピンしかな

い。

　米軍は、日本の自衛隊とフィリピン軍も、犠牲

覚悟の「捨て石」作戦に動員しようと考えている

のである。

　米軍が中国との戦闘に動員しようと考えている

のは、南西諸島に配備された陸上自衛隊の部隊だ

けではない。いざ有事になれば、自衛隊の陸・

海・空すべての戦力とアセットを最大限利用しよ

うとするだろう。

　例えば、海上自衛隊の「空母」（現在、ヘリ空

母をF35B ステルス戦闘機などが離発着できる空

母に改修中だ）も、西太平洋の米軍の制海権、制

空権を確保するために活用されるだろう。

米軍と自衛隊が一体となった
ＥＡＢＯ訓練　　

　台湾有事を想定した日米共同作戦計画はまだ完

成していないが、EABOに基づく米軍と自衛隊

の共同訓練は既に頻繁に行われている。

　例えば、米海兵隊と陸上自衛隊水陸機動団

（「日本版海兵隊」と呼ばれる水陸両用部隊）は

2020年11月、鹿児島県十
と

島
しま

村
むら

の無人島・臥
が

蛇
じゃ

島で

上陸する訓練を共同で実施した。日本の防衛省は

これを離島防衛のための訓練と説明したが、米海

兵隊はこの共同訓練の成果を「敵の脅威下にある

領域を奪取し、EAB（前進基地）を設置する能

南西諸島に地対艦ミサイルを分散配置して中国軍を東シナ海に封
じ込める米軍の作戦構想（出典：米シンクタンク「戦略予算評価
センター」）
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力を示した」とウェブサイトに記した。

　2021年12月に実施された陸上自衛隊東北方面隊

と米海兵隊の共同訓練（レゾリュート・ドラゴン

21）では、自衛隊側もEABOに基づく訓練であ

ることを隠さなかった。沖縄に駐留する米海兵隊

のミサイル部隊がC130J 輸送機で青森県の陸上

自衛隊八
はち

戸
のへ

駐屯地に展開し、陸上自衛隊のミサイ

ル部隊と共同で「対艦戦闘訓練」を行った。

　陸上から洋上の敵艦船をミサイルで攻撃する対

艦戦闘は、EABOで最も重要な要素である。陸

上自衛隊と米軍は近年、この訓練を頻繁に行って

いる。2021年11月に実施された自衛隊統合演習で

も、対艦戦闘訓練だけは米軍も参加して日米共同

で行われた。

　これらの共同訓練では「日米共同火力調整所」

が設置され、敵艦船の目標情報を日米で共有した

上で分担して攻撃に当たった。つまり、文字通

り、米軍と自衛隊が一体となって敵艦船を攻撃・

撃沈する作戦が想定されているのである。

米国が狙う新型中距離 
ミサイルの日本配備　　

　もちろん、米軍は中国軍の艦船を第一列島線の

内側（東シナ海・南シナ海）に封じ込める海兵隊

のEABOだけで、中国との戦争に勝利できると

考えているわけではない。EABOはあくまで、

全体の作戦の中の一つのピースに過ぎない。

　米軍は、EABOによって第一列島線の外側の

制海権や制空権を確保した上で、中国軍の台湾侵

攻作戦の拠点となっている本土の航空基地やミサ

イル発射機、各種レーダーなどのアセットを攻撃

して無力化する。具体的には、陸・海・空から発

射する各種ミサイルやステルス戦闘機などによっ

て中国本土の目標を叩くのである。

　米軍が特にこれから強化を図ろうとしているの

が、地上発射型の中距離ミサイル（射程500キロ

～ 5500キロ）である。地上発射型は、航空機や

艦艇から発射するものに比べて運用にかかるコス

トが安く、ミサイルの補充も容易だ（航空機や艦

艇の場合、搭載できるミサイルの数には限りがあ

り、撃ち尽くしたら一旦基地や港に戻らなければ

ならない）。また、山などの地形を利用して隠す

こともできることから、残存性も高い。

　中距離ミサイルは長らく、米国とロシアの間で

結ばれていた中距離核戦力（INF）全廃条約に

よって保有が禁止されていたが、2019年にトラン

プ米大統領（当時）が条約の破棄をロシアに通告

して失効した。

　米国は、ロシアが条約に違反して射程500キロ

を超える巡航ミサイルを配備していることを条約

破棄の理由に挙げたが、もう一つの理由として、

中国の中距離ミサイル戦力の増強があったと言わ

れている。

　INF条約に拘束されない中国は、台湾有事の

際に米軍の介入を阻止するためのアセットとして

中距離ミサイルの開発に力を入れ、1000発以上を

実戦配備するに至った。米国は、これに危機感を

抱いた。

　INF全廃条約の破棄を通告すると、米国は新

たな地上発射型中距離ミサイルを開発し、アジア

太平洋地域に配備する方針を明らかにした。現

EABOを想定した米海兵隊と陸上自衛隊の共同訓練（出典：米
海兵隊）
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在、陸軍が開発している極超音速ミサイル

「LRHW」（射程2775キロ以上）は2023年以降に

配備が開始される予定だ。米国政府はまだ配備先

を明らかにしていないが、日本が最有力だと言わ

れている。中国奥地の基地などを攻撃するには、

中国本土からなるべく近い方が良いからである。

　地上発射型の中距離ミサイルの日本への配備に

ついて、ある米国防総省関係者は「軍事作戦上の

観点から言えば、北海道から東北、九州、南西諸

島まで、日本全土のあらゆる地域に配備したいの

が本音だ。中距離ミサイルを日本全土に分散配置

できれば、中国は狙い撃ちしにくくなる」と語っ

ている（「朝日新聞」2021年 7 月 ８ 日）。

　これもEABOと同じく、日本が中国の反撃を

受けて戦場になることを前提としているのが、こ

の発言からも読み取れる。

日米一体となった 
「敵基地攻撃能力」強化　　

　こうした米国の動きに歩調を合わせるように日

本で浮上したのが、「敵基地攻撃能力の保有」問

題である。

　岸
きし

田
だ

首相は2021年 9 月に行われた自民党総裁選

の時から、「敵基地攻撃能力」の保有について

「有力な選択肢だ。国民の命や暮らしを守るため、

ぜひ議論したい」と述べ、前向きな姿勢を示して

いた。そして、首相に就任すると、「敵基地攻撃

能力」の保有も含めて「あらゆる選択肢」を検討

するよう関係閣僚らに指示した。2022年末に予定

している「国家安全保障戦略」と「防衛計画の大

綱」に盛り込みたい考えだ。

　敵国領内の基地を攻撃することについては、

1956年に鳩
はと

山
やま

一
いち

郎
ろう

内閣が「（日本に対する侵略が

発生した際）誘導弾等による攻撃を防御するの

に、他に手段がないと認められる限り、誘導弾等

の基地をたたくことは、法理的には自衛の範囲に

含まれ、可能である」との政府見解を示してい

る。しかし、他に手段がないケースとは日米安保

条約も存在しないという「改定の事態」であり、

それを前提として「平生から他国を攻撃するよう

な、攻撃的な脅威を与えるような兵器を持ってい

るということは、憲法の趣旨とするところではな

い」と、「敵基地攻撃能力」の保有については否

定してきた（1959年 3 月19日、衆議院内閣委員会

における伊
い

能
のう

繁
しげ

次
じ

郎
ろう

防衛庁長官答弁など）。

　岸田政権はこの憲法解釈を変えて、日米同盟の

下で自衛隊が米軍と共同で敵基地攻撃作戦を実施

できるようにしようとしている。

　安倍晋三元首相は2021年12月15日に行った講演

で、「（敵基地攻撃を米国だけに委ねたら）『米国

の若者だけが危険を冒さなければいけないのか』

ということに必ず直面する」、「（米軍の戦闘機が）

10機行ったら（日本も） 1機一緒に行けるぐらい

でなければ同盟として機能しない」と語った。日

本の「敵基地攻撃能力」の保有は、日米同盟を機

能させることが目的であると明言したのである。

　前述の通り、米軍も中距離ミサイルを配備する

などして、日本を拠点にした「敵基地攻撃能力」

を強化しようとしている。その最大のターゲット

は中国である。自衛隊が「敵基地攻撃能力」を保

有すれば、米軍の全体的な作戦に組み込まれる可

能性が高い。

　しかも、2015年に成立した新しい安保法制によ

り、日本に対する侵略が発生していない場合で

も、集団的自衛権を行使して自衛隊が米軍と共に

武力行使することが可能になった。たとえば、台

湾有事を日本政府が「存立危機事態」と認定すれ

ば、自衛隊が米軍と一緒に中国本土の航空基地な
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どを攻撃することも法理的には可能となったので

ある。

　実際、岸田首相は 1 月24日の衆院予算委員会

で、敵基地攻撃を可能とする場合、日本への侵略

に対する個別的自衛権の行使に限定するかどうか

問われたのに対し、「武力行使の新三要件」3を満

たせば集団的自衛権の行使も排除しない考えを示

した。

　すでに日本は、実質的には「敵基地攻撃能力」

の保有に踏み出している。201８年12月に策定した

防衛大綱と中期防衛力整備計画で、射程500 ～

900キロの空中発射型の対艦ミサイル、対地ミサ

イルを導入することを決定。さらに、2020年12月

には、南西諸島などに配備している地対艦ミサイ

ルの射程を大幅に伸ばした「能力向上型」を開発

することを決定した。各種報道によれば、射程を

現在の約150キロからまず900キロ程度まで伸ば

し、最終的には1500キロを目指すという。これ

は、地上からだけではなく、戦闘機や艦船からも

発射できるようにする。1500キロは、九州北部か

ら中国の首都・北
ペ

京
キン

までの距離である。

　つまり、米軍と自衛隊が一体となって、中国本

土を射程に収める中距離ミサイルを日本に配備

し、「敵基地攻撃能力」を強化しようとしている

のである。

日本全土が米軍の作戦の 
ための潜在区域に　　

　現代の戦争は「ミサイル戦争」である。ミサイ

ルは平時には基地に置かれているが、有事になれ

ば基地の外に展開し、移動を繰り返しながら敵へ

の攻撃を継続する。米国は、日本全土を潜在的な

“ミサイル基地”とみなして、中国との戦争計画

を練っている。「軍事作戦上の観点から言えば、

北海道から東北、九州、南西諸島まで日本全土の

あらゆる地域に配備したいのが本音だ。中距離ミ

サイルを日本全土に分散配置できれば、中国は狙

い撃ちしにくくなる」という前出の米国防総省関

係者のコメントは、そのことを示している。

　このコメントを新聞で読んだ時、私の頭に浮か

んだのは、1950年10月に米軍が作成した日米安保

条約の「草案」にあった一節である。

　当時、米国政府は日本と講和条約を結び、占領

を終わらせることを決断していた。その交渉に入

るに当たり、講和条約発効後の米軍駐留の根拠と

なる協定の草案を、米陸軍省占領地域担当特別補

佐官であったマグルーダー少将を中心とした作業

チームが作成したのである。草案は、米軍が駐留

する範囲について、次のように記していた。

〈日本区域の全土が、軍隊（米軍）の防衛作戦の

ための潜在区域としてみなされる、という原則が

受け容れられるものとする〉

　さらに、有事の際には、米軍司令官に「軍事情

勢が必要とする戦術的配備を行う権限」が与えら

れると規定していた。つまり、基地という特定の

場所だけでなく、日本全土を米軍の軍事作戦のた

めに使用することを米国の「権利」として保障す

る内容であった。

　これに付随して、米軍のさまざまな特権が及ぶ

米陸軍が2023年以降にアジア太平洋地域への配備を計画している
地上発射型中距離ミサイル「LRHW」（出典：ロッキード・マー
チン社）
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範囲も基地に限定されず、「防衛区域」という広

いエリアとされたのである。

　この草案こそ、現在の日米安保条約と日米地位

協定の「原型」となったものであり、その本質は

現在も何ら変わっていない。米国は現在も、日本

全土を米軍の軍事作戦のための潜在区域とみな

し、これを全面的に利用して中国と戦争する計画

を練っているのだ。

台湾有事で日本が「戦場」に
なる　　

　ロシアがウクライナへの侵攻を開始した初日、

ロシア軍は数時間のうちに100発以上のミサイル

をウクライナに撃ち込んだといわれている。2003

年に米国がイラクに侵攻した時は、初日だけで約

200発の「トマホーク」巡航ミサイルを撃ち込ん

だ。これが現代の「ミサイル戦争」の姿である。

　もし台湾などをめぐって米国と中国が本格的な

戦争状態に入った場合、米軍の作戦・兵站拠点と

なる日本に数百発のミサイルが撃ち込まれる可能

性は否定できない。米議会の超党派の諮問機関が

昨年11月に提出した中国に関する報告書は、「中

国軍の（ミサイルによる）精密攻撃能力は、在日

米軍のほぼすべての艦船や200機以上の戦闘機、

司令部、滑走路を攻撃することが可能」と評価し

ている。米軍はこうした事態を想定し、戦争の危

機が高まった段階で、日本に配備している艦船や

戦闘機といった主要な装備を一旦グアム以東に引

き上げる計画だ。

　このように、米中戦争が勃発した場合、台湾と

並んで日本が真っ先に「戦場」となる可能性が高

い。米中は共に核保有国であり、最悪の場合は核

戦争にまでエスカレートする危険がある。

　中国が台湾の金
きん

門
もん

島
とう

を攻撃した195８年の「第二

次台湾海峡危機」の際、米軍は中国沿岸部の航空

基地のいくつかを沖縄とフィリピンから発進した

戦闘機で核攻撃することを検討した。さらに、そ

れでも中国が金門島への攻撃を止めない場合、中

国の戦争遂行能力そのものを無力化するために、

戦略核兵器で上
シャン

海
ハイ

などの大都市を攻撃すること

も視野に入れていた。

　しかし、それを実施した場合、ソ連が参戦して

台湾本島や米軍基地のある沖縄に対して核兵器に

よる報復攻撃を行う可能性が高いと米軍は分析し

ていた。しかし、当時のトワイニング統合参謀本

部議長は「台湾の沿岸諸島の防衛をアメリカの国

家政策とするならば、核報復という結果は受け入

れなければならない」と語り、報復を恐れて核兵

器の使用をためらうべきではないと主張した。

　結果的に、アイゼンハワー大統領が核兵器の使

用を許可しなかったため、米軍が計画していた中

国本土に対する核攻撃は行われなかった。中国の

攻撃が金門島への砲撃に限定され、周辺に展開し

た米軍を攻撃してくることもなかったため、同島

の奪取や台湾本島への侵攻を意図したものではな

いと判断したからであった。

　しかし、将来台湾をめぐって米中が本格的な戦

争に突入した場合、核戦争にエスカレートしない

という保証は何もない。

「抑止力」の落とし穴と脅威
を減らす外交　　

　日米両政府は日米同盟を強化し、日米の軍事力

を背景とした「抑止力」によって、中国の台湾へ

の侵攻を防ごうとしている。いざ戦争になっても

勝利できるだけの軍事力を備えていれば、相手は
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手を出してこないだろうというのが「抑止力」の

基本的な考え方である。

　しかし、これには大きな落とし穴がある。たと

え侵略の抑止のための軍事力であっても、相手に

とってはそれが脅威に映る。そして、相手も同じ

ように抑止を理由に軍事力を強化しようとする。

そうすると、軍拡競争が果てしなく続くことに

なってしまう。結果、互いの不信が増幅し、緊張

が高まり、戦争のリスクがかえって高まってしま

うのである。こうした現象は「安全保障のジレン

マ」と呼ばれている。台湾をめぐっても、これが

起きてしまう可能性は否定できない。

　「安全保障のジレンマ」に陥らないためには、

対話や協力によって緊張を緩和し、信頼を醸成す

る外交努力が必要だ。脅威に力で「対抗」するの

ではなく、対話と協力によって信頼関係を築き、

脅威そのものを減らしていくのである。

　これを実践しているのがASEAN（東南アジア

諸国連合）だ。ASEANは、信頼醸成と紛争の予

防を目的に、地域の安全保障の問題について話し

合う「ASEAN地域フォーラム（ARF）」という

会合を1994年以降毎年開催している。これには、

ASEANの加盟国だけでなく、米国や中国、EU、

ロシア、インドなど域外の大国も参加している。

また、2005年からは将来の東アジア共同体創設を

視野に、東アジアサミット（首脳会議）も開催し

ている。

　2019年には、ASEAN独自の外交構想「インド

太平洋に関するASEANアウトルック（AOIP）」

を首脳会議で採択した。同構想は、米中対立の激

化を念頭に「インド太平洋地域における経済や軍

事の力の台頭が、不信、誤算、ゼロ・サム・ゲー

ムにもとづく行動パターンの回避を必要としてい

る」と指摘し、ASEANが「誠実な仲介者」と

なって「対抗ではなく、対話と協力のためのイン

ド太平洋地域」を目指すと宣言した。

　日本も、現在のように「抑止力」強化一辺倒で

は、中国との緊張を高めるばかりだ。ASEANと

も協力して、米中間の緊張を緩和し、信頼を醸成

するための仲介外交をおおいに進めていくべきだ

と筆者は考える。

　2021年11月16日に行われた米中首脳会談で、バ

イデン大統領は「米中の指導者は両国の競争が衝

突に変わらないようにする責務がある」と述べ、

習
しゅう

主席も「中米は相互に尊重し、平和に共存し、

ウィンウィンの協力をすべきだ」と強調した。米

中両国には、気候変動や新型コロナウイルス対策

など共通する課題や利益も少なくない。こうした

分野での米中の協力が進むように、日本は大いに

仲介すべきだろう。

　日中関係の基礎である日中平和友好条約（197８

年締結）は、第 1条で「主権と領土保全の尊重」、

「相互不可侵」、「内政不干渉」、「平等・互恵」、

「紛争の平和的解決」などの基本原則を確認し、

第 2条では「覇権反対」を明記している。これら

の原則を基礎に、中国との平和友好関係を維持・

発展させることが重要である。中国がこれらの原

則に反して覇権的な行動をとった時には、同条約

に基づいて毅
き

然
ぜん

と批判すべきである。

　尖閣問題については、2014年11月 7 日に日中間

で合意した「（領有権問題について日中が）異な

る見解を有していると認識し、対話と協議を通じ

て情勢の悪化を防ぐとともに、危機管理メカニズ

ムを構築し、不測の事態の発生を回避する」とい

う立場で対応に当たることが重要である。

今ほど世界が試されていると
きはない　　
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　ロシアのウクライナ侵攻という事態を前に、第

二次世界大戦以後の国連憲章に基づく国際秩序が

危機に瀕している。これが崩壊すれば、力の論理

がすべてを支配する19世紀以前の野蛮な世界に

戻ってしまう。「核の時代」に、それはあまりに

も危険だ。

　 2月2８日から 3日間にわたり開かれた国連総会

緊急特別会合で、シンガポールの国連大使は「力

は正義だという国際秩序は小国を危険にさらす」

と述べ、法に基づく国際秩序を守るために全ての

国、とりわけ小国が結束することを呼びかけた。

　一方、欧州ではドイツが軍事費を大幅に増額す

る方針を決め、これまで中立を維持してきた北欧

のフィンランドとスウェーデンでもNATO加盟

論が高まるなど、ロシアの脅威に対して「力」で

対抗していこうという流れが強まっている。日本

でも、「敵基地攻撃能力」の保有を始めとする軍

事力強化や 9条改憲に向けた動きが強まることが

予想される。

　今ほど、世界が試されているときはない。「力

には力」の論理が行き着く先は核兵器の保有であ

り、その先に待っているのは核戦争による破滅と

いう悪夢である。この悪夢を現実にしないために

も、対話や外交によって平和を創り出すという選

択を手放してはならない。

　他国の領土や独立を侵害する武力行使を禁じ、

紛争の平和的解決を原則に据えた国連憲章は、

5000万人以上が犠牲となった第二次世界大戦の惨

禍の中から生まれた。この戦争で「侵略者」とな

り、「唯一の戦争被爆国」にもなった日本には、

国連憲章に基づく国際秩序を守る先頭に立つ歴史

的責任がある。

脚注
1　重要影響事態＝そのまま放置すれば日本に対する直
接の武力攻撃に至るおそれのある事態など、日本の平
和及び安全に重要な影響を与える事態。
2　存立危機事態＝日本と密接な関係にある他国に対す
る武力攻撃が発生し、これにより日本の存立が脅かさ
れ、国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から
覆される明白な危険がある事態。
3　武力行使の新三要件＝憲法解釈を変更して集団的自
衛権の行使を容認した2014年 7 月の閣議決定で定めた
新しい武力行使の要件。（ 1）我が国に対する武力攻撃
が発生したこと、または我が国と密接な関係にある他
国に対する武力攻撃が発生し、これにより我が国の存
立が脅かされ、国民の生命、自由および幸福追求の権
利が根底から覆される明白な危険があること（ 2）こ
れを排除し、我が国の存立を全うし、国民を守るため
に他に適当な手段がないこと（ 3）必要最小限度の実
力行使にとどまるべきこと。
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詰将棋の解答と解説
解答　 2三金 同銀 4五桂 3四玉 4三角成 同玉

3三金まで七手詰。
解説　初手 3二金では 2三玉で１筋方面が広すぎて攻

めになりません。正解はその逃げ道に打つ 2三金で
す。 同玉は 4一馬がピッタリですので 同銀です
が、続いて 4五桂と打ち 3四玉に 4三角成が気
持ちの良い決め手で上部に逃がしません。

詰碁の解答と解説
解答　黒先、白死。

解説　黒１から３が好手で隅
の眼を取ることができま
す。黒３で４は白３で生で
す。

詰碁・詰将棋の解答と解説
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